　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅱ　　結　果　の　概　要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１　５人以上（第一種、第二種）結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

賃金～３年連続して減少した現金給与総額～

　平成１５年における調査産業計の１人平均月間現金給与総額は３４０，７１１円で　　前年比１．０％減となった。

　現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２７５，８０３円で　前年比１．２％減となり、特別給与は６４，９０８円で前年差２９円増となった。

　また、定期給与のうち所定内給与は２５３，３１０円で前年比１．１％減となり、　　超過労働給与は２２，４９３円で前年比１．８％減となった。

　産業別に現金給与総額の動きを対前年比でみると、不動産業（１３．２％増）、建設業（５．５％増）、金融･保険業（２．０％増）、卸売･小売業,飲食店（１．４％増）、　製造業（０．６％増）では増加したが、運輸･通信業（８．０％減）、サービス業　　（３．７％減）、電気･ガス･水道業（０．３％減）では減少した。

　賃金の年平均の推移を名目賃金指数でみると、現金給与総額、定期給与、所定内給与　すべてで前年比減となっている。特に、現金給与総額は、３年連続して減少した。
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労働時間～２年連続して増加した所定外労働時間～

　平成１５年における調査産業計の１人平均月間総実労働時間は１５５．７時間で前年比０．１％減となった。

　総実労働時間を所定内労働時間と所定外労働時間に分けてみると、所定内労働時間は　１４３．８時間で前年比０．２％減となり、所定外労働時間は１１．９時間で前年比　　２．０％増となった。

　産業別に所定外労働時間の動きを対前年比でみると、、不動産業（２１７．２％増）、電気･ガス･水道業（１３．１％増）、運輸･通信業（７．３％増）、製造業　　　　　（３．４％増）、卸売･小売業,飲食店（０．９％増）、建設業（０．５％増）では増加したが、金融･保険業（５．７％減）、サービス業（３．５％減）では減少した。

　出勤日数は、１９．９日で前年と変わらなかった。

　労働時間の年平均の推移を指数でみると、所定外労働時間は、平成１１年の８８．４に対して平成１５年は１０６．０と大幅に増加したが、所定内労働時間は横ばいのため、　総実労働時間は微増にとどまっている。
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雇用～５年連続して減少した常用労働者～

　平成１５年における調査産業計の常用労働者数は1,２４６,２０３人で、前年比　　　０．９％減と、５年連続して減少した。

　産業別に雇用の動きを対前年比でみると、運輸･通信業（０．２％増）では増加したが、電気･ガス･水道業（２３．８％減）、不動産業（８．４％減）、建設業（６．１％減）、金融･保険業（３．４％減）、製造業（０．７％減）、卸売･小売業,飲食店　　　　　（０．１％減）、サービス業（０．１％減）では減少した。

　調査産業計のパ－トタイム労働者比率は２１．４％、前年差０．５ポイント減と２年　連続して減少した。
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　調査産業計の常用労働者の異動状況を労働異動率でみると、入職率は１．９％で前年差０．１ポイント減、離職率は１．９％で前年差０．２ポイント減となった。
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